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令和元年６月定例会 警察危機管理防災委員会の概要 

 

日時   令和 元 年 ７月 １日（月） 開会 午前１０時 １分 

                    閉会 午前１１時 ４分 

場所 第７委員会室 

出席委員 岡田静佳委員長 

 蒲生徳明副委員長 

 山口京子委員、木下博信委員、荒木裕介委員、神尾高善委員、齊藤正明委員、 

     柿沼貴志委員、岡重夫委員、白根大輔委員、浅野目義英委員 

欠席委員 なし 

説明者 [警察本部関係] 

知久公子公安委員長、富田邦敬警察本部長、斎藤文彦総務部長、 

森本敦司警務部長、佐伯保忠生活安全部長、山本淳地域部長、 

岩元正一刑事部長、古賀康弘交通部長、渋谷晃警備部長、平山毅財務局長、 

近藤勝彦監察官室長、伊古田晴正刑事部参事官、川上博和組織犯罪対策局長、 

岩崎茂警務課長、林学生活安全部参事官、南雲芳夫地域部参事官、 

三好幸彦刑事部参事官、鈴木久生運転免許本部長、結城弘交通部参事官、 

相原浩哉警備部参事官、小川英規総務課長、関田幸春会計課長、  

山田正広生活安全総務課長、上條浩一人身安全対策課長、會田雄一少年課長、  

新井智美保安課長、三浦孝一サイバー犯罪対策課長、齋藤正士地域総務課長、 

近藤峰彦通信指令課長、大村正幸刑事総務課長、愛敬進組織犯罪対策課長、  

風上正樹交通総務課長、永谷邦夫交通規制課長、山田雅樹運転免許課長、 

市原悠樹公安第一課長、千種寿代警備課長、 

杉村周一オリンピック・パラリンピック対策課長、齋藤健一危機管理課長 

 

 [危機管理防災部関係] 

     森尾博之危機管理防災部長、福田哲也危機管理防災部副部長、 

     武澤安彦危機管理課長、鶴見恒消防防災課長、鈴木郁夫化学保安課長 

 

会議に付した事件並びに審査結果 

１ 議案 

議案番号 件              名 結  果 

第７６号 
埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数料条例の

一部を改正する条例 
原案可決 

 

２ 請願 

  なし 

 

所管事務調査（危機管理防災部関係） 

子供の防災教育について 

 

報告事項（危機管理防災部関係） 

指定管理者に係る平成３０年度事業報告書及び令和元年度事業計画書について 

（埼玉県防災学習センター）  
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令和元年６月定例会 警察危機管理防災委員会における発言 

 

 

【付託議案に対する質疑】 

山口委員 

１ 埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数料については、「埼玉県公安委員会等が行

う事務に関する手数料条例」で定めていることと、今回の改定が消費税の引上げによる

ものとの説明があったが、資料にある手数料以外は改定しなくてもよいのか。 

２ 改正内容の２について、１００円増額しているものもあれば、１，０００円増額して

いるものもあり、上昇の幅に差があるがなぜか。 

３ 今回の条例改正により、改定される手数料は全て増額となっているようだが、改定し

ない場合と比較して、県の歳入の収支にどのような影響があるのか。 

 

保安課長 

１ 本条例改正については、標準政令に規定する全ての手数料について、課税の対象とな

る物件費等に消費税の税率引上げによる影響の試算を行って、現行の手数料と比較して

増額となるものを改定するものである。試算に当たっては、全ての手数料が消費税の税

率の引上げの影響を受けることとなるが、今回改定する手数料以外の手数料については、

端数処理の結果、手数料額に変更はなかったことから改定しないものである。今回改定

する７件の手数料については、消費税の税率引上げの影響を計算の上、端数処理を行っ

た結果、増額の必要性があったことから改定するものである。なお、この７件の手数料

については、標準政令においても既に改正されている。 

２ 手数料は、大きく分けて「人件費」と「物件費」の合計となっており、各事務におい

て、物件費の内訳が異なることなどによるものである。具体的には、物件費については、

例えば、用紙の費用、印刷費等がある。これらの費用に消費税の税率引上げ分を加味す

ることとしているため、例えば、使用する用紙等が少ないものは上昇幅が少なく、使用

する用紙等が多いものは上昇幅が大きくなることとなる。 

３ 今回の手数料の改定により、令和元年度の歳入は、２９０，７５０円増加となる見込

みである。法令ごとの見込み額は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

関係は増減見込みなし、銃砲刀剣類所持等取締法関係が２８３，７５０円の増加、警備

業法関係が７，０００円の増加を見込んでいる。 

 

白根委員 

１ 税収の増額幅に関し、申請件数の見込みについて伺いたい。 

２ 銃砲刀剣類所持等取締法の年少射撃資格の認定のための講習の受講者は、県内居住

者だけなのか。 

３ 猟銃等の所持許可の取消件数はあるのか。 

 

生活安全部長 

１ 特定遊興飲食店営業に係るものについては、件数の見込みはなく、０件である。また、

猟銃及び空気銃の取扱いに関する講習手数料は３８７件、猟銃の操作及び射撃の技能に

関する講習手数料は１，３２２件、年少射撃資格認定のための講習手数料は１６件、機

械警備業務管理者講習手数料は７件を予定している。 
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保安課長 

２ 猟銃等の所持の許可は、住所地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければ

ならないこととされており、講習についても、その管轄区域内に住所を有する者を受講

者として、講習会を開催するものとすると定められていることから、県内に居住する者

が受講することとなる。 

３ 猟銃所持者が精神障害、アルコール依存、禁錮以上の刑に処せられる、粗暴的性格を

有する等の取消事由に該当し、危険を防止するために必要があると認めたときはその許

可を取り消すことが可能となっている。取消件数については、平成２７年から平成３０

年までの間で、１件となっている。 

 

【付託議案に対する討論】 

 な し 

 

【所管事務に関する質問（子供の防災教育について）】 

荒木委員 

子供の防災教育についての危機管理防災部としての取組はどのようなものか。 

 

危機管理課長 

小学生などの社会科見学で防災学習センターの活用や教材の作成を行っている。中学生

向けの教材は平成１８年に、小学生向けの教材は平成３０年３月に作成した。小学生向け

の教材については、９種類の教材をクイズ形式で分かりやすく作成している。 

 

荒木委員 

教材は作成するだけでなく、しっかり活用、周知、普及していくことが大事であると考

えるが、どうしていくのか。 

 

危機管理課長 

県内全小学校に配布し、７月に学校安全教育指導者研修の中で教材の使い方を説明し、

活用を促してまいりたい。また、この小学生向けの教材は６月２４日に消費者庁の関係団

体である消費者教育支援センターが実施する消費者教材の表彰で内閣府特命大臣賞を受賞

し、お墨付きをもらっているので、しっかりＰＲしてまいりたい。 

 

荒木委員 

子供は学校への携帯の持ち込みは禁止されていることがあることから、子供向けに分か

りやすい災害情報をテレ玉などのメディアで発信できないか。 

 

危機管理課長 

現在、防災情報をＮＨＫＦＭさいたま放送局で発信しているので、子供向けでできるか

検討していきたい。またテレビなどの活用の可能性についても検討していきたい。 

 


